












































































































































































































































小　川　案 伍　堂　案 鉱山局試案 日満支鉄鋼搦Y計画 改　　　訂Sヶ年計画
36年7月 37年3月 37年9月 38年3月 39年4月
銑鉄　日本（朝鮮） 4，400 5，170 7，830 7，000 7，663
満　　　州 満州より@　　1，000 4，500 4，850
華　　　北 120～130 1，000
計 日本　4，400日本　5，170日本　8，830 11，620@～11，630 13，153




日本　6，000日本　6，230 日本　9，190 12，000 11，977





















































































当初計画 満州国1 満州国2 陸軍省 商工省 参謀本部 桃　　木 末　　兼
鋼　　　材 生産　　日 一 8，500 8，500 7，000・脚徽呵 8，000 10，000 10，0GO
満 1，500 1，5001，500 3，000 ｝ 4，000 2，000 ｝
計 満州1，500満州1．5GO 満州1，50010，000 8，90012，000 12，000 10，000
需要　　日 一 8，000 8，000 8，000 8，0008，000 10，000 ユO，000
満 1，100 1，000 1，000 1，000 ｝ 4，00D 2，000 一
輸出 対目下片@　　400 1，00Q 1，000 LOOO輸入　900 一 輸出ヲ含む 輸出ヲ含む?
1，500 10，000 10，000 10，000日本8，9 0 12，000 12，0DO10，000
銑　　　鉄 生産　　日 一 7，200 6，200 7，5008，080 7，000 6，400 7，000
満 2，530 4，000 5，000 4，000満州より@　1、OOO 4，500 7，400
満州より
@　2．000
華北 一 ｝ ｝ 一 ｝ 1，000 一
外国より
@　　700
計 満州2，530 11，200 1ユ，200 工1，500日本9，080 12，500 13，8009，700
需要　　日 一 8，400 8，400 8，150 9，080，5GO 9，2009，700
満 1，900 2，800 2β00 3，300 一 4，000 4，600 一
輸出 日本へ630 一 一 一 一 ｝ 　 一
?
2，530 11，200 11，200 11，450日本9，080 12，500P3500 13β00日本9，700
屑鉄輸入 一 0 【　0 0 0 1，000（0） 0 1，285
灘i対日輸出 銑　　　鉄 630 1，200 2，200 700 1，000 500 2，800 2，000
鋼　　　片 400 1，100 1，100 1，000 一 一
鋼　　　材 若　　　干 若　　　干 1，342
註1　昭和製鋼所業務課「日満鉄鋼5ヶ年計画大綱試案総括表」（昭和12年9月18日）より作成。
　2　商工省案と数値を同じくする日鉄案について水津利輔氏の書き込みあり。
トン，丁丁150万トンにそれを減じて妥協案と考えていた。
　日鉄，商工省側の代案としては，上記の銑鉄165万トン，鋼片150万トンの
A案と銑鉄115万トン，鋼片150万トンとするB案が準備されていた。銑鉄，鋼
片の対満期待量を各100万トンとする商工省案をさらに上まわる満州側の提示
を前に，商工省は急きょ満州側のおさえ役となって妥協案を提起していた訳
であるり
と。ろで。れら9月18日付昭和資隷現われる鰯増翻瀦は，いずれ
（13）同上。
（14）9月18日付「日満鉄鋼五ヶ年計画大綱試案」は昭和の営業課が作成した資料であり，
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も満州内での需要見通しを基本的に変えていなかった。（鋼材110万トン，銑
鉄253万トン，第2表）従って，こうした対日銑鉄・与頭輸出の目標引き上げ
は，不可逆的に満州鉄鋼業増産目標の上のせを意味することになった。修正
計画につながる五ヶ年計画の大幅修正は，こうして本国内需要の不足分を満
州側に代替させようとした商工省の動きに端を発して，「満州国」，陸軍省の
増産目標拡大の動きに連動し，行政サイドの一方的なイニシャティブの下で，
満州内大幅増産，対日製鋼原料輸出大幅拡大という経緯をとっていった。そ
の意味では，満州内の総力戦指導者を積極派とし，本国官僚を消極派とする
構図が比較的明瞭であった1935－36年の情勢とは異質の，複雑な展開を見る
ことができよう。
　そうした複雑さを作り出していた1っの要素は満州内の満鉄ならびに各企
業の動きであった。下記の資料は吉野案に基づく議論が沸騰していた37年8
－10月に，満鉄産業部次長奥村慎次が，東京支社の押川一郎調査官にあてて
提出した文書である。商工省の意向を受けて当初計画の拡大を督促する押川
に対して，奥村は次のように述べていた。
　「日本向け半製品輸出を100万屯とせば銑鉄輸出可能量は55万屯に過ぎず，
商工省側の希望の100万屯の約半分を充たし得るに過ぎない状態にて現在の
満州鉄鋼増産計画五ヶ年計画を以てしては商工省側の要求を満たすこと得ざ
るは明らかにして，若し此の要求を満たすものとせば，少くとも，銑鉄300万
屯，鋼材180万屯（現計画より銑鉄45万屯，鋼材30万屯増の程度に拡張するを
その冒頭には営業課長水津利回の手によって「本案ニテ満鉄，軍，満州国等ノ満州関
係二説明ス」との書き込みがなされている。従って，この試案に計上された日満案（第
2表参照）を「満州国」案ではなく昭和案だとして，修正計画へとつながる目標数値1
の引き上げを，昭和が積極的に進めていたとする見方も成り立ちうる。しかし，この
日満期は，37年5月の日満財政研究会「日満軍需工業拡充計画」および第2回五ヶ年
計画合同幹事会以後の陸軍よりの目標引き上げの依頼をうけて作られた礎案であり，
昭和の実質的な立場はこれに消極的であったと思われる。
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要する．、（8月18日SiS）
　「御要求に応ずるためには尚鋼材33万屯の増産を必要とされ，之が原料と
しての銑鉄約35万屯の増産を必要とし，之を昭和，本元湖，東辺道の三者の
何れかに分担せしめる必要があり，その中昭和は今回の繰上案も技術的に相
当強行を要し，斯くて20万屯の増産がなされる以上目下190万屯が手一杯と思
考され，田辺道は目下巨細に計りて探査中ですが今の庭石炭資源の問題より
して30万再案に進むより他なしと云はれます。従って若し35万屯の増産をな
すとせば更に本漢康楽は其の他に之を負担せしめる要がありますが，本丁湖
も目下40万屯の増産に手一杯であり，又本音島島が昭和等に相當利用さるる
ため石炭資源も相當問題と思はれ，逼れ以上の増産又困難かと思はれます。
従って満州側としては之以上の増産は数字化して居らず，一応日本向輸出は
銑鉄100万屯，鋼材67万屯（製品及半製品）として進む他なしと思はれます。」
（1。月2日S’6）
　要するに，企業側は当初計画に対応した各社の増産計画に追われてこれ
以上の目標引き上げに対しては二の足を踏んでおり，それを直接統轄してい
た満鉄産業部も，同様に商工：省の目標引き上げには懐疑的な姿勢を持ってい
たのである。満州側の「五ヶ年計画打合会」ではこの時期，　「満州国」内鋼
材需要に関して，当初計画に見積もられている110万トンは過大評価であり，
80万トンへの引き下げが妥当であるとの意見が一時的に強まっていた。（奥村
慎次幹：事長「満州産業開発五ヶ年計画鉄鋼分科会第2回幹事会報告の件」37
年5月21日Si7）奥村は妥朕として。の弓1き下げられた3。万ト。の鋼材目標を
対日輸出用の銑鉄，鋼片に振り替えて，当初計画生産目標の大枠維持を主張
（15）奥村慎次「鉄鋼増産五ヶ年計画に関する件」産商工37第128号，37年8月7日（前掲
　『鉄鋼関係資料』69ページ）なお，37年6月頃より始まったと思われる商工省の吉野
　案作成の過程は，押川によって満鉄産業部へ遂一報告されていた。
（16）奥村慎次「鉄鋼増産計画に関する件」産商工37第210号（同上，77ページ）
（17）同上，51ページ。
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した。そして，先の「満州国」陸軍省を中心とする積極派は，満州内需要の
引き下げを承認せず，対日輸出の上のせについては商工省の増加要求をも上
まわる拡大目標を主張して，膠吾状態を作り出していたのであった。
　結局，この37年秋の日満交渉は同年11月の当初計画第2次修正として一応
の決着をみた。その内容は満州生産目標をそのままに，満州内の需要見込み
を引き下げるという満鉄産業部の主張が認められ，商工省，本国側企業の製
鋼原料対日輸出拡大要求は，満州内消費からの振り替えによって追求される
　　　　　　（18）ことになった。当初計画の大枠は基本的に維持しながら，対日原料供給的な
性格が強められた訳である。増産砂面の第一線に立っていた満鉄ならびに満
州内企業の現実的な提案が，計画具体化の中に貫かれていたということもで
きる。
　鉄鋼増産計画の第一期は当初計画が政策として成立し，その具体化が進め
られていた時期であった。しかし，その背景には，こうしてその後の五ヶ年
計画の方向を暗示する激しい政策的な対立が生まれていた。当初計画の維持
の中で進められた本国製鋼原料への積極的な割り当て確保は，対日原料供給
的な満州鉄鋼業の特異な生産内容を固定拡大させていく出発点となった。そ
してまた，生産目標の引き上げを拒絶され，満州内鋼材割り当てをも引き下
げられた「満州国」，関東軍，陸軍省の聞には，修正計画への動きを準備す
る政策指向が強まっていたのである。
（18）関東軍司令部「鉄鋼増産五年計画」　（康徳5年4月15日？）所収。
　　「A　第1次軍ノ提案　初回提示書。11年11月11日新案　関東軍司令部ニテ第3課
　長瀞中佐ヨリ提示」という水津利口氏の書き込みがある。ちなみに開発目標は鋼235万
　トン，銑240万トン，鉱660万トンであった。
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